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第 5章

総括

調査・研究プロジェクト「国際共同教育プログラムにおける質保証の在り方」では、開発した質保証を

伴った共同教育プログラム実施のための手引書を有効活用し、国際共同教育プログラムにおける質保証を

実施するために必要な要素を提案することを目的として、以下の調査を実施した。

1. 共同教育プログラムにおける質保証活動の実施状況の把握を目的とする、世界展開力強化事業の実

績報告書を対象としたテキスト分析調査

2. 手引書の活用主体である国際共同教育プログラムの構築・運営者を対象としたチェックリスト項目

の実施状況および、重要性認識調査

3. プログラムの質保証を実施するために重要なプログラムの組織・運営体制についての実態や課題を

把握することを目的とした国際共同教育プログラムを構築・運営している大学へのヒアリング調査

調査から得た知見は次の通りである。

5.1 共同教育プログラムにおける質保証活動の実施状況の把握を目的と

する、世界展開力強化事業の実績報告書を対象としたテキスト分析

調査

高等教育機関のグローバルを促進する取り組みに関する事業における質保証活動について、活動を実施

していない事業は少数であり、多くの大学では単位互換制度の確立や GPA制度の導入など、国際共同教

育プログラムの運営に必要な基本的な学務システムについては検討、導入され、プログラムの自己点検・

自己評価を実施している事業も一定数みられた。しかし一方で、高等教育・国際教育の外部専門家や企業

関係者から構成されるプログラム等の国際通用性を評価する学外委員会の設置や学外委員会による外部評

価を実施している事業は少なく、質保証機関やプログラム評価を行う団体・組織によるプログラム評価の

受審をしている事業はみられなかった。

更に、国際共同教育という性質上、海外のパートナー校との協働的取り組みが重要であるといえるが、

質保証活動を実施している事業であっても、それを協働的に実施している事業は多数ではなく、質保証活

動の取組み内容が困難性の高い、外部評価に関する活動となると、その傾向は高まるといえた。

このことから、今後は協働的な質保証活動を実現するための体制づくりが必要であることが示唆さ

れた。
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5.2 手引書の活用主体である国際共同教育プログラムの構築・運営者を

対象としたチェックリスト項目の実施状況および、重要性認識調査

国際共同教育プログラムという性質上、その構築と運営において海外や国内のパートナー校との高い協

働性が望まれるが、調査の結果、「プログラム構想に当たり、連携大学または連携プログラム関係者との

信頼関係の構築」や「プログラムの実施計画が、連携大学との検討・明確な設定」についてはすべての回

答者が重要であると回答しており、協働の必要性については高い認識を持っているといえた。しかし、一

方で、「用語定義についての連携大学との共通認識と明文化」、「コンソーシアム運営によるプログラムの

場合、運営の手続きの手順や責任体制の明確化」、「連携大学との運営委員会等の会合の定期的な開催と議

事録の作成」、「成績評価基準・方法に関する連携大学間の調整と適切な成績評価の仕組み」といった協働

的検討・実施が必要な項目についての実施度は低い傾向がみられ、これらの結果から、パートナー校との

協働は必要性と感じてはいるが、具体的な活動として実施する環境がまだ十分に整備されていないことが

示唆された。

「重視度」と「実施状況」についてカテゴリー別に特徴的な結果についてみると、「財政と施設・設備」

に関する項目に関しては、すべての回答者が「継続的な予算確保のための戦略と計画」は重視すべきであ

ると回答しており、他の項目についても「重視度」が高い傾向がみられた。一方、「実施状況」について

は、「継続的な予算確保のための戦略と計画」、「受け入れた学生に対する奨学金のための予算規模と基準

の明確化と適切な支援」、「情報プラットフォームの構築と十分な内容の随時適切な提供」に関する平均値

が比較的低い結果となり、予算確保は重要であると認識しているものの、実際の方策は検討・実施してお

らず、知見の蓄積や情報の共有に有効な方策がとられていない状況がみられた。

「単位互換・認定」については、「単位互換・認定するシステムは構築」、「学習内容の確認」、「適切な方

法と定期的な見直し」について「重視度」が高く、「実施状況」も比較的高いが、「ACTS、ECTS などの

国際的な枠組みの活用」についてはどのプログラムにおいても実施していない結果が得られ、国際通用性

の高いシステムの構築にまで至っておらず、運営のために必要な現実的方策をとっていると考えることが

できる。

「内部質保証」については、「実施・実現していないが計画中」の回答が多かった。特に「国際的なプロ

グラム認定への受審」に対する「実施・実現した」ケースはなく、「重視度」は他の項目に比べて低いこと

がわかり、国際的な質保証への認識はいまだ低いレベルにとどまっているといえる。

これらの結果から、質と継続性を伴う国際共同教育プログラムの運営について、協働的運営、質保証活

動、国際的通用性が高い枠組みの導入、予算の確保に効果的な方策、知見の蓄積や情報の共有を可能とす

る環境について課題がみられた。

5.3 国際共同教育プログラムの構築・運営体制と質保証活動に関する

調査

プログラムの運営体制については、多くの高等教育機関ではプログラム運営に必要なパートナー校と協

働的に検討・実施する組織は構築されているといえ、ある程度は成熟したレベルであることがわかった。

しかし、一方で、プログラムの質や継続性については、十分な実施が協働的にできている状況とはいえ

ず、機動性の高い組織の在り方について検討する必要があることが示唆された。
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質と継続性について協働的に検討・実施できる機動性の高い体制を構築するために解決すべきいくつか

の課題が認識されており、その課題の解決に取り組み、機能している組織体系があるといえた。まず、最

頻出課題である「資金」については、独立型の本部-部局連携体制が機能的であり、次に、「部局間調整」

や、「人的異動」についての課題は、独立型のほかに、オーナーシップ型が機能的な連携体制であること

が示唆された。しかし、多くのプログラムは各部局の独立性が強く、関係部局間や、部局-本部との連携

に課題がみられる承認型の構築・運営体制であることもわかり、改善する余地があることが示唆された。

また、プログラムの運営体制の改善には、高等教育機関の自助努力だけでなく、日本全国や相手国の全

体像を把握するための制度や高等教育に関する情報提供、プログラムについてのトラブル対応の知見や、

その他のプログラムに関する情報を一元化できる情報プラットホーム、また、それに基づいた国際戦略に

関するカウンセリングなどの、資金不足により各高等教育機関では整備が難しい機能について、高等教育

機関外の組織が整備し、提供することへの期待がみられた。

これらの結果から、これからのプログラム運営には、資金の獲得を含めた明確な国際化戦略の立案・実

行のための効果的な組織体制について検討が必要であるいえ、高等教育機関レベルのみならず、地域、国

レベルにおいても議論を行い、知見を共有し、戦略的組織の構築を日本全体で促進する必要がある。

これらの知見をまとめると、国際共同教育プログラムを運営するための必要な実務的な対応が効率的に

できる環境は整備されつつあるといえるのではないだろうか。しかし、一方で、国際通用性の高い国際共

同教育プログラムを継続的に運営していけるか、という長期的な観点で考えると、多くの課題が残るとい

える。特に、プログラムの運営には、柔軟で機動性が高く、明確な戦略に基づいて着実に計画を実行して

いく組織力が重要であると考えられるが、それについては、日本の大学はまだ発展の途上であるというこ

とができる。しかし、すでに多くの大学では戦略的に国際化を進めるために必要な要素を持った組織づく

りを始めており、今後は、それらの試みを日本全体で共有し、その知見を各大学で活用しながら、各々の

国際化戦略にあった組織づくりをしていくことが求められる。調査からは、多くの大学から、外部支援と

して、国際化に関する情報の共有化が可能な情報プラットホームの構築や、カウンセリング的機能を持っ

た外部組織の検討が望まれていた。今後は、外部支援としてどのような支援が必要かの更なる調査や、日

本の高等教育機関がより高い質と継続性を伴った国際共同教育プログラムの構築・運営に効果的な戦略機

能を持った組織づくりについての調査も必要であることが示唆された。

なお、調査から得られた知見に基づいて、大学改革支援・学位授与機構が公開している手引書は簡素化

した概要版を作成し、参考資料として報告書の巻末に添付した。多くの大学に活用をいただき、効果的な

プログラム運営の一助になることを期待する。
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国際的な共同教育プログラムにおける
チェックリストの概要

本チェックリストは国際的な共同教育プログラムを実施する大学が自大学のプログラムを自己点

検することにより、優良事例となり得る、または推奨できる、かつ、学生の権利を保護するプロ

グラムの構築と運営に役立つことを期待しており、「すべてを満たすべき項目」としての義務や制

約を意図するものではない。あくまで、その項目を確認することにより、不十分である点を見出

し、その検討、改善に資すること、また、そのことを通じてプログラムのリスクが低減されるこ

とを期待するものです。

構成は、「プログラム構築」、「学生選抜・資源確保」、「教育実施」、そして「成果測定・評価」の 4

段階のもとに 13要素となってます。以下は各要素における内容の概説であり、すべての自己点

検項目については「質保証を伴った共同教育プログラム実施のための手引書」*1から確認できま

す。
∗1https : //www.niad.ac.jp/publication/tyousa/higashiasia/

プログラム構築

プログラムの構築段階において、連携しようとする大学の当該国における法的位置づけ、質保証制度、

高等教育制度・仕組み、共同教育プログラムに関する公的な指針等を含む必要な情報を収集・把握する必

要がある。また、学年暦、学事関連仕組み、共同教育プログラムに関する用語の定義など、相違に対する

対応方法を協議していく必要がある。さらに、プログラムの構築にあたり、合意形成のプロセスが連携す

る大学間で明確であること、運営委員会等を設置し、連携大学間で運営方針を含め、実施計画等について

綿密に協議し、共通認識を持つ必要がある。

目的と実施体制

プログラムの目的及び実施体制における責任体制は明確であり、連携大学間の関係者に周知されている

ことや、プログラムの実施において明確な役割を持つコーディネーターを用意する必要がある。また、プ

ログラムの目的を達成するための実施体制が構築され、機能していることが重要である。
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教職員

プログラムの目的や教育内容・水準に合わせた教育提供や研究指導が可能で、国際的な対応能力を有す

る教員が参画すること、言語能力を含む国際的な対応能力の向上のために教職員の能力開発・キャリア開

発を支援すること、また、教職員の連携及び交流を実施することが望ましい。

学生選抜・参加

プログラムの目的や教育内容を踏まえ、適切な基準・方法を連携大学間で協議し、明確に定めることが

重要である。選抜基準・方法を含め、プログラムに関する情報に対して学生のアクセシビリティを高める

必要がある。

また、プログラムが継続的に、かつ、発展的に展開されるために、不均衡な交流にならないよう参加学

生数に係る適切な数値目標の設定とその運用が望ましい。

財政と施設・設備

プログラムの目的を達成するために十分な予算が安定的、かつ永続的に確保できるような戦略が用意さ

れていることが最も望ましいが、仮に予算が削減された時などに備え、学生保護の観点から柔軟な計画変

更が可能な体制を取ることが望ましい。

また、学生に支援する財政項目及び金額・支給基準などは連携大学間で協議のうえ、定めることが望ま

しい。プログラムの展開に必要な施設・設備を整備すること、受け入れている連携大学の学生が諸施設を

利用する際に支障が生じないようにすること、多言語、多文化に対応できる環境を整備しておくことも重

要である。

教育内容・方法

育成する人材像を連携大学間で明確に定め、各大学の強みや特性を活かした、かつ国際通用性を見据え

た教育課程を編成していることが望ましい。

学位プログラムにおいては、共同教育プログラムで授与される学位と他プログラムで授与される学位の

水準の同等性を確保するために、連携大学間で提供される教育内容の水準の同等性を定期的に相互確認す

ることが望ましい。

成績評価

厳格な成績評価とその管理のために、連携大学における成績評価の仕組みを把握した上で、成績評価基

準・方法について調整する必要がある。また、連携大学で取得した成績を自大学の成績にシステマティッ

クに読み替えるための手段が整備されていること、履修する科目について、学生にその成績評価基準が周

知されることが必要である。
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単位互換・認定

連携大学間で単位制度を相互に把握し、教育内容やその水準を踏まえ、単位互換・認定システムを検

討・構築する必要がある。また、単位互換・認定方法の適切性について定期的な確認と見直しを行うこと、

プログラムに参加する学生が修得する単位数について卒業・修了要件に算入できる範囲内で上限管理を適

切に行う必要がある。

学習支援

プログラムに参加した学生の円滑な学習の継続と、最終的に期待される学習成果が得られるよう、学習

面における多角的な支援を行う必要がある。受け入れる学生向けの自大学への支援活動に限定されず、派

遣される学生が受ける支援についても大学間での協働を十分に検討することが望ましい。

生活・キャリア支援

プログラムに参加している学生が適切に学べるように、生活面における多角的な支援が望ましく、とく

に異文化理解の側面からの支援とリスク管理における支援は欠かせない。生活支援の情報は、可能な限り

学生を受け入れる前に伝えておく必要がある。また、卒業・修了後の就職や進学に関する支援を派遣・受

入学生の両方を対象として行うことが望ましい。

学習成果の測定

プログラムの目的に即して、適切な学習成果の測定方法を設定し、継続的に測定する必要がある。プロ

グラムに参加した学生の科目履修や単位修得の状況などを把握し、学習状況を分析しながら、学習成果が

プログラムに期待される水準に到達しているかを確認すること必要である。また、当該プログラムを通じ

て付加価値が得られているかを確認することが望ましい。

学位授与

学位を授与する際の基準は、連携大学間で十分に協議をしたうえで設定されていること、設定した基準

を踏まえて、適切な学位授与のための審査が実施されることが求められる。また、修了要件に論文作成が

含まれている場合は、連携大学間の規定及び制度上の差異を踏まえて、論文の内容、言語、本数について、

十分に協議をしたうえで方針を定める必要がある。

内部質保証

プログラムの質の向上・改善のためにはプログラムに参加した学生にアンケート調査、懇談やレビュー

委員会への学生参画など多様な方法によるプログラムレビューを定期的かつ体系的に実施する必要があ

る。また、連携大学間でどのようにプログラムの質を保証するかについて協議及び情報共有し、質保証活

動を適切に実施する必要がある。教育内容・学習成果等に関する情報は学内外に広く公開することが望ま

しい。
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